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１ 法人の基本情報 

(1) 法人の概要 

① 目 的 

     地方独立行政法人法（平成15年法律第118号）に基づき、産業技術に関する試験、

研究、相談その他の支援を行うとともに、これらの成果の普及及び実用化を促進す

ることにより、産業技術とものづくりを支える知と技術の支援拠点として、中小企

業の振興等を図り、もって大阪経済及び産業の発展並びに住民生活の向上に寄与す

ることを目的とする。 

 

② 業務内容 

  地方独立行政法人大阪産業技術研究所定款第11条に定める下記の業務を行う。 

     １) 産業技術に関する試験、研究、相談その他の支援を行うこと。 

２) 前号の業務に係る成果の普及及び実用化を促進すること。 

３) 法人の施設及び設備の提供に関すること。 

４) 産業技術に関する情報を収集し、及び提供すること。 

５) 前各号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。 

 

③ 沿革 

  平成29年４月１日に、地方独立行政法人大阪府立産業技術総合研究所と地方独立

行政法人大阪市立工業研究所が、新設合併（地方独立行政法人法第112条）し、地

方独立行政法人大阪産業技術研究所となる。 

 

④ 設立に係る根拠法 

  地方独立行政法人法（平成15年法律第118号） 

  （最終改正：令和３年５月28日（令和３年法律第50号））  
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⑤ 組織図（令和４年３月31日現在） 

    

     

 

 

 (2) 事務所（従たる事務所を含む。）の所在地 

    本部・和泉センター：和泉市あゆみ野二丁目７番１号 

    森之 宮センター：大阪市城東区森之宮一丁目６番50号 

有 機 材 料 研 究 部

生 物 ・ 生 活 材 料 研 究 部

電 子 材 料 研 究 部

物 質 ・ 材 料 研 究 部

環 境 技 術 研 究 部

技 術 サ ポ ー ト セ ン タ ー

森 之 宮 セ ン タ ー 企 画 部

研究管理監
総 務 部

経営企画監

高 分 子 機 能 材 料 研 究 部

研究管理監
総 務 管 理 部

経営企画監

業 務 推 進 部

顧 客 サ ー ビ ス 部

加 工 成 形 研 究 部

金 属 材 料 研 究 部

金 属 表 面 処 理 研 究 部

電子・機械システム研究部

製 品 信 頼 性 研 究 部

応 用 材 料 化 学 研 究 部

和 泉 セ ン タ ー 経 営 企 画 部

理事長

副理事長 経 営 企 画 本 部

理　事
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(3) 資本金の額及び出資者ごとの出資額（令和４年３月31日現在） 

                               （単位：百万円） 

出資者 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 

大阪府 9,626 0 0 9,626 

大阪市 4,853 0 0 4,853 

 

(4) 役員の状況（役職、氏名、任期、担当及び経歴） 

（令和４年３月31日現在） 

役 職 氏 名 
任 期 

経   歴 
担 当 

理事長 
小林 哲彦 

こばやし てつひこ 

自 令和 3年4月 1日 

至 令和 4年3月31日 

（１年） 

昭和59年 4月 工業技術院大阪工業技術試験所

入所（現国立研究開発法人産業

技術総合研究所関西センター） 

平成19年 4月 長崎県科学技術振興局長 

平成25年 4月  独立行政法人産業技術総合研究

所関西センター所長 

平成27年 4月  国立研究開発法人産業技術総合

研究所 理事 

令和 2年 4月  国立研究開発法人産業技術総合

研究フェロ― 

令和 3年 4月 （地独）大阪産業技術研究所 

             理事長（現職） 

・知的財産会議議長 

副理事長 
北尾 保己 

きたお やすみ 

自 令和 3年4月 1日 

至 令和 4年3月31日 

（1年） 

昭和63年 4月 大阪府採用 

平成19年 4月 政策企画部企画室政策課参事 

平成22年 4月 政策企画部企画室課長（政策担

当） 

平成24年 4月 商工労働部雇用推進室人材育成

課参事 

平成26年 4月 商工労働部雇用推進室労政課長 

平成28年 4月 商工労働部成長産業振興室長 

平成31年 4月 環境農林水産部みどり推進室長 

令和 3年 4月 大阪産業技術研究所副理事長兼

マネージャー（上席総括）         

（商工労働部理事） 

・コンプライアンス

統括推進者 

・入札審査会会長 

理事 
水越 朋之 

みずこし ともゆき 

自 平成31年4月 1日 

至 令和 4年3月31日

（３年） 

昭和61年 4月 大阪府採用 

平成23年 4月 大阪府立産業技術総合研究所 

総括研究員 

平成24年 4月 （地独）大阪府立産業技術総合 

研究所 金属材料科長 

平成28年 4月 同所 経営企画室経営戦略課長 

平成29年 4月 （地独）大阪産業技術研究所 

・和泉センター長 

・コンプライアンス

推進委員会委員長 

・入札審査会副会長 
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和泉センター経営企画本部 

経営企画監 

平成31年 4月 同所 理事（現職） 

理事 
小野 大助 

おの  だいすけ 

自 令和 2年4月 1日 

至 令和 4年3月31日 

（２年） 

平成 4年 4月 大阪市採用 

平成20年 4月 （地独）大阪市立工業研究所 

生物・生活材料研究部研究主任 

平成28年 4月 同所 生物・生活材料研究部長 

平成29年 4月 （地独）大阪産業技術研究所 

森之宮センター研究管理監 

令和 2年 4月 同所 理事（現職） 

・森之宮センター長 

・コンプライアンス  

推進委員会委員長 

・入札審査会副会長 

監事 

(非常勤) 

谷井 健一 

やつい けんいち 

自 令和 3年9月 1日 

至 令和 4年3月31日 

（７か月） 

平成18年4月 最高裁判所司法研修所・司法修

習生(旧60期)  

平成19年9月 大阪弁護士会弁護士登録 

平成19年9月 協和綜合法律事務所採用・勤務

弁護士 

平成27年3月 国税庁大阪国税局調査第1部（

国際調査審理官） 

平成30年7月 協和綜合法律事務所復帰・勤務

弁護士 

令和 3年9月 (地独)大阪産業技術研究所 

監事（現職） 

－ 

監事 

(非常勤) 

大槻 和子 

おおつき かずこ 

自 令和 3年9月 1日 

至 令和 4年3月31日 

（７か月） 

平成 8年10月  監査法人トーマツ（現有限責任

監査法人トーマツ）入所 

平成27年12月 有限責任監査法人トーマツ退所 

平成28年 1月 公認会計士大槻和子事務所開設 

平成28年 1月 今岡公認会計士・税理士事務所

入所 

令和 3年 9月 (地独)大阪産業技術研究所 

監事（現職） 

－ 

 

(5) 常勤職員の状況（令和４年３月31日現在） 

常勤職員数 
前年３月３１

日からの増減 
平均年齢 出向者数 

２４２ ４人 ４７．２歳 
大阪府 大阪市 民間 

４人 ３人 －人 
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２ 財務諸表の要約 

(1) 要約した財務諸表 

① 貸借対照表 
（単位：百万円） 

資産の部 金額 負債の部 金額 
固定資産 
 土地 
 建物等 
 機械・工具器具等 
 図書等 
 減価償却累計額 
 建設仮勘定 
 無形固定資産 
 その他資産 
流動資産 
 現金・預金 
 未収入金 
 その他流動資産 

14,275 
6,399 

10,906 
6,354 

16 
△9,414 

－ 
13 
0 

1,072 
1,007 

52 
13 

固定負債 
 資産見返負債 
 長期リース債務 
 その他固定負債 
流動負債 
 リース債務 
 未払金 
 その他流動負債 

1,803 
1,697 

105 
1 

662 
44 

494 
125 

 
負債合計 2,466 
純資産の部  

地方公共団体出資金 
資本剰余金 
利益剰余金 

14,479 
△2,273 

674 

純資産合計 12,881 
資産合計 15,346 負債純資産合計 15,346 

   ※百万円未満四捨五入のため計と一致しないことがあります。 

  ② 損益計算書 

                              （単位：百万円） 
科 目 金 額 

経常費用（A） 4,252 
業務費 
人件費 
試験研究費 
受託、共同等研究費 

一般管理費 
人件費 
管理運営費 

  3,694 
2,091 
1,458 

145 
558 
470 

87 
経常収益（B） 4,350 
運営費交付金収益 
使用料・手数料収益 
受託、共同等研究収益 
資産見返戻入 
その他収益 

3,175 
543 
183 
384 

64 
臨時損失（C） － 
臨時利益（D） 179 
目的積立金取崩額（E） 50 
前中期目標期間繰越積立金取崩（F） － 
当期総利益(B)+(D)+(E)+(F)- (A)-(C) 328 
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③ キャッシュ・フロー計算書 

                              （単位：百万円） 

科 目 金 額 

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー（Ａ） 523 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー（Ｂ） △768 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー（Ｃ） △42 

Ⅳ 資金増加額（Ｄ＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ） △287 

Ⅴ 資金期首残高（Ｅ） 1,294 

Ⅵ 資金期末残高（Ｆ＝Ｄ＋Ｅ） 1,007 

 

④ 行政サービス実施コスト計算書 

                              （単位：百万円） 

科 目 金 額 

Ⅰ 業務費用 3,479 

   損益計算書上の費用 

   （控除）自己収入等 

4,252 

△772 

Ⅱ 損益外減価償却相当額 480 

Ⅲ 損益外除売却差額相当額 0 

Ⅲ 引当外賞与増加見積額 △2 

Ⅳ 引当外退職給付増加見積額 △6 

Ⅴ 機会費用 26 

Ⅵ 行政サービス実施コスト 3,977 

 

 (2) 財務諸表の科目説明 

① 貸借対照表 

（資 産） 

土 地       ：土地 

    建物等       ：建物、構築物 

    機械・工具器具等  ：機械装置、車両運搬具、工具器具備品 

    図書等       ：図書、美術品 

    減価償却累計額   ：上記固定資産の減価償却累計額 

無形固定資産    ：特許権、ソフトウェア、電話加入権、特許権仮勘定 

その他資産     ：差入保証金 

現金・預金     ：現金及び預金 

    未収入金      ：期末における未収入金 

その他流動資産   ：たな卸資産、未収消費税等、立替金 
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（負 債） 

資産見返負債    ：運営費交付金、補助金、寄附金、譲渡を財源として取得

した固定資産残高の見合いで計上される負債 

長期リース債務   ：契約期間が１年を超えるファイナンス・リース契約に基

づくリース債務 

その他固定負債   ：長期預り保証金 

リース債務     ：１年以内に支払期限が到来するファイナンス・リース契

約に基づくリース債務 

    未払金       ：期末における未払金 

その他流動負債   ：未払消費税等、前受金、預り金、未払費用 

（純資産） 
地方公共団体出資金 ：大阪府、大阪市からの出資金であり法人の財産的基礎を

構成するもの 
資本剰余金     ：資本金及び利益剰余金以外の純資産であって、贈与資本

及び評価替え資本が含まれる 

利益剰余金     ：法人の業務に関連して発生した剰余金の累計額 

 

② 損益計算書 

（経常費用） 

  業務費       ：法人の研究等業務に要した経費 

人件費       ：給与、賞与、法定福利費等研究業務に従事する職員に要

する経費 

   試験研究費     ：研究業務に要する経費（人件費、受託・共同研究費を除

く） 

   受託、共同等研究費 ：受託研究、共同研究などの外部資金による研究経費 

一般管理費     ：法人の管理運営に要した経費 

人件費       ：給与、賞与、法定福利費等管理部門に従事する職員に要

する経費 

管理運営費     ：管理運営に要した経費（人件費を除く） 

（経常収益） 

   運営費交付金収益  ：大阪府及び大阪市から交付を受けた運営費交付金 

事業収益      ：使用料、手数料などの収益 

受託、共同等研究収益：受託研究、共同研究などの外部資金収益 

資産見返戻入    ：運営費交付金、補助金、寄附金、譲渡を財源として取得

した固定資産の減価償却費の見合いで計上される収益 

その他収益     ：特許権収入、科研費間接費収入など事業収入以外の自己

収入 

    臨時損失      ：固定資産除売却損、減損損失、過年度損益修正額 
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    臨時利益      ：固定資産売却益、過年度損益修正額 

前中期目標期間 

繰越積立金取崩額 ：前中期目標期間の積立金に関して設立団体の長の承認を

受け繰越した積立金の取崩額 

 

③ キャッシュ・フロー計算書 

業務活動による 

キャッシュ・フロー：サービスの提供等による収入、原材料、商品又はサービ

スの購入による支出等、投資活動及び財務活動以外の取

引によるキャッシュ・フロー 

投資活動による 

キャッシュ・フロー：通常の業務活動の実施の基礎となる固定資産の取得及び

売却、投資資産の取得及び売却等によるキャッシュ・フ

ロー 

財務活動による 

キャッシュ・フロー：増減資による資金の収入・支出及び借入れ・返済による

収入・支出等、資金の調達及び返済によるキャッシュ・

フロー 

 

④ 行政サービス実施コスト計算書 

業務費用      ：損益計算書上の費用から自己収入等を差し引いた額 

損益計算書上の費用 ：損益計算書における費用相当額 

（控除）自己収入等 ：運営費交付金に基づく収益及び国又は地方公共団体から

の補助金等に基づく収益以外の収益 

損益外減価償却相当額：償却資産のうち、その減価に対応すべき収益の獲得が予

定されないものとして特定された資産の減価償却相当額 

引当外賞与 

増加（減少）見積額：賞与に充てるべき財源措置が運営費交付金により行われ

ることにより、引当金を計上しないこととした場合の賞

与増加見積額 

引当外退職給付 

増加（減少）見積額：退職給付に充てるべき財源措置が運営費交付金により行

われることにより、引当金を計上しないこととした場合

の退職給付増加見積額 

機会費用      ：地方公共団体からの出資に対し国債等の利回りを乗じて計

算した機会費用 
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３ 財務情報 

(1) 財務諸表の概要 

① 経常費用、経常収益、当期総損益、資産、負債、キャッシュ・フローなどの主要

な財務データの分析（内容） 

（経常費用） 

令和３年度の経常費用は4,252百万円となりました。前年度と比較して18百万

円増（0.4%増）となっております。これは、受託、共同等研究費が48百万円増

（49.1%増）となったことが主な要因です。 

 

（経常収益） 

令和３年度の経常収益は4,350百万円となりました。前年度と比較して30百万

円増（0.7%増）となっております。これは、受託、共同等研究収益が77百万円増

（72.8%増）となったことが主な要因です。 

 

（当期総利益） 

令和３年度の当期総利益は328百万円となりました。前年度と比較して170百万

円増（107.3%増）となっております。 

 

（資産） 

令和３年度末現在の総資産額は15,346百万円となりました。前年度末と比較し

て709百万円減（4.4%減）となっております。これは、減価償却累計額が1,027百

万円増（12.2%増）及び機械・工具器具等が565百万円増（9.8％増）となったこ

とが主な要因です。 

 

（負債） 

令和３年度末現在の負債合計は2,466百万円となりました。前年度末と比較し

て507百万円減（17.1%減）となっております。これは、固定負債が154百万円減

（7.9%減）、流動負債の未払金が253百万円減（33.9%減）となったことが主な

要因です。 

 

（業務活動によるキャッシュ・フロー） 

令和３年度の業務活動によるキャッシュ・フローは523百万円の収入となりま

した。前年度と比較して373百万円の収入減（41.7%減）となっております。これ

は、原材料、商品又はサービスの購入による支出が197百万円増（22.0%増）、運

営費交付金収入が233百万円減（6.4%減）となったことが主な要因です。 
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（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

令和３年度の投資活動によるキャッシュ・フローは768百万円の支出となりま

した。前年度と比較して64百万円の支出減（7.7%減）となっております。これは

、有形固定資産の取得による支出が64百万円減（7.7%減）となったことが主な要

因です。 

 
表 主要な財務データの経年比較 

（単位：百万円） 
区 分 令和２年度 令和３年度 

経常費用 4,234 4,252 
経常収益 4,321 4,350 
当期総利益 158 328 
資産 16,056 15,346 
負債 2,973 2,466 
利益剰余金 605 674 
業務活動によるキャッシュ・フロー 896 523 
投資活動によるキャッシュ・フロー △832 △768 
資金期末残高 1,294 1,007 

    
 

表 事業損益の経年比較（セグメント情報） 
（単位：百万円） 

区 分 令和２年度 令和３年度 
和 泉センター 104 101 
森之宮センター 54 227 

合 計 158 328 
 
 

表 総資産の経年比較（セグメント情報） 
（単位：百万円） 

区 分 令和２年度 令和３年度 
和 泉センター 10,723 10,359 
森之宮センター 5,333 4,987 

合 計 16,056 15,346 

 

  ② 行政サービス実施コスト計算書の分析（内容） 

表 事業損益の経年比較 
（単位：百万円） 

区 分 令和２年度 令和３年度 

事業費用 3,565 3,479 
うち損益計算書上の費用 4,234 4,252 
うち自己収入等 △669 △772 
損益外減価償却相当額 427 480 
損益外除売却差額相当額 － 0 
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引当外賞与増加（減少）見積額 4 △2 
引当外退職給付増加（減少）見積額 19 △6 
機会費用 13 26 
行政サービス実施コスト 4,027 3,977 

 

(2) 重要な施設等の整備等の状況 

① 当事業年度中に完成した施設等及び当年度において継続中の施設等の新設・拡充 

    該当事項はございません。 

 

② 当事業年度中に処分した施設等 

    該当事項はございません。 

 

(3) 予算及び決算の概要 

                                （単位：百万円） 

区分 
令和２年度 令和３年度 

決算 予算 決算 差額理由 

収入 4,828 4,509 4,571  

運営費交付金 3,640 3,371 3,408  

 事業収入 516 565 544 （注１） 

 外部資金研究費等 157 192 226 （注２） 

 その他収入 100 130 135  

 前中期目標期間繰越積立金取崩 125 － －  

 目的積立金取崩額 289 251 258 （注３） 

支出 4,621 4,509 4,325  

 業務費 3,402 3,730 3,556 （注４） 

 施設整備費 693 276 273  

 一般管理費 526 503 495  

※百万円未満四捨五入のため計と一致しないことがあります。 
（注１） 装置利用の利用減によるものです。  

（注２） 外部資金が当初の見込み以上に採択されたことによるものです。    

（注３） 補正予算にて機器購入によるものです。 

（注４） 時間外勤務削減等による人件費の節減や機器の一般競争入札の実施に伴う入札差金によ     

るものです。 

 

(4) 業務経費等の削減 

令和３年度においても、損害保険契約や環境測定業務委託について、両センターで

の契約事務を一本化し、引き続き、業務効率化及び経費削減を図りました。 
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４ 事業の説明 

(1) 財源の内訳 

  当法人は平成29年４月１日に２法人が新設合併されたものであり、合併前の法人は

、現在の和泉センターが旧地方独立行政法人大阪府立産業技術総合研究所（設置は大

阪府）、森之宮センターが旧地方独立行政法人大阪市立工業研究所（設置は大阪市）

となっております。 

  法人の運営にかかる設置団体からの運営費交付金は、現在も和泉センターが大阪府

から、森之宮センターが大阪市からそれぞれ交付されていることから、法人の決算に

あたってのセグメント区分はセンターごととしております。 

 当法人の経常収益は4,350百万円で、その内訳は運営費交付金収益3,175百万円（収

益の73.0％）、機器使用料などの使用料収益169百万円（3.9％）、依頼試験手数料な

どの手数料収益374百万円（8.6％）などとなっております。 

  これを各センター別で区分すると、和泉センターの経常収益は2,773百万円で、そ

の内訳は運営費交付金収益2,064百万円（収益の74.4％）、使用料収益150百万円（

5.4％）、手数料収益177百万円（6.4％）など、森之宮センターの経常収益は1,578百

万円で、その内訳は運営費交付金収益1,111百万円（収益の70.4％）、使用料収益19

百万円（1.2％）、手数料収益198百万円（12.5％）などとなっております。 

 

(2) 財務情報及び業務実績の説明 

   当法人和泉センター、森之宮センターにおける収支状況は以下のとおりとなってお

ります。 

   なお、業務実績については「地方独立行政法人大阪産業技術研究所 令和３事業年

度にかかる業務の実績に関する報告書」を参照してください。 

 

【和泉センター】 

                                （単位：百万円） 

区分 
令和３年度 

予算 決算 差額理由 

収入 2,783 2,828  

運営費交付金 2,180 2,216  

 事業収入 340 327 （注１） 

 外部資金研究費等 122 131  

 その他収入 66 63  

 前中期目標期間繰越積立金取崩 － －  

 目的積立金取崩額 76 91 （注２） 

支出 2,783 2,728  

 業務費 2,238 2,178  
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 施設整備費 260 262  

 一般管理費 285 288  

※百万円未満四捨五入のため計と一致しないことがあります。 

（注１）装置利用の利用減によるものです。  

(注２）補正予算にて機器購入によるものです。  

     

【森之宮センター】 

                               （単位：百万円） 

区分 
令和３年度 

予算 決算 差額理由 

収入 1,725 1,743  

運営費交付金 1,191 1,191  

 事業収入 225 217  

 外部資金研究費等 70 96 （注１） 

 その他収入 64 72 （注２） 

 前中期目標期間繰越積立金取崩 － －  

  目的積立金取崩額 175 168  

支出 1,725 1,596  

 業務費 1,493 1,378 （注３） 

 施設整備費 15 11  

 一般管理費 217 208  

※百万円未満四捨五入のため計と一致しないことがあります。 

（注１）外部資金が当初の見込み以上に採択されたことによるものです。 

（注２）知的財産実施料の収入が当初の見込みより増加したことによるものです。 

（注３）時間外勤務削減等による人件費の節減や機器の一般競争入札の実施に伴う入札差金による

ものです。 


